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教職大学院の役割と教員養成・採用・研修の在り方  
一山形県公立小・中学校の学校数の推移等からの検討一  
真 木 吉 雄  
（山形大学大学院教育実践研究科）  
教員の資質向上は現職研修だけではなく，採用前の養成の段階から行われなければなら  
ない。新たな養成機関である教職大学院が採用者である県との連携を密にすることによっ  
て，養成・採用・研修のシステムが一貫性を持ちより系統的なものになれば，教員のゆと  
り創造や業務の効率化に，ひいては教員の質向上につながっていくと考えられる。本論文  
では，少子化に伴う山形県の公立小・中学校の学校数等の推移をとおして，地域の持っ課  
題解決に向けて取り組むべき具体的方策と教職大学院としての具体的役割を提案した。   
［キーワード］教員採用・養成・研修 山形県公立小・中学校 学校数の推移 教職大学院  
形県の過去20年間における児童生徒数の推移，  
公立小・中学校数の推移，学級数の推移，教員数  
の推移を調べて，教員採用予定者数の推移と比較  
してみた。なお，いずれも国立学校及び私立学校  
は除いている。  
（1）山形県の児童生徒数の推移   
児童生徒数は，小・中学校とも過去20年で1989  
年度をピークとして減少してきている（図1）。小学  
校の児童数は1989年度が99，416人であったのが  
2008年度は64，696人となり，34，720人が減少し  
た。減少率は34．92％である。中学校の生徒数は  
1989年度が53，051人であったのが2008年度は  
34，711人となり，18，340人が減少した。減少率  
は小学校とほぼ同じ34．57％である云この20年間  
では小・中学校を合わせて，1年に約2，600人ず  
つ減少してきたことになる。  
1 はじめに   
筆者は，2009年3月まで山形県教育庁に勤務  
し，教員採用や研修等の仕事に関わってきた。4  
月からは教職大学院として開設された山形大学大  
学院教育実践研究科（教職大学院，以下本研究科）  
の実務家教員として，教員を養成する業務に携わ  
っている。そのため，養成と採用，研修のすべて  
の業務を経験することができた。   
いずれの営みも教師の質の向上と確保，保証を  
目的としており，それぞれが関連性を保ちながら  
機能していかなければならないはずである。だが，  
実施主体者が異なることや制度面の理由等から，  
養成と採用，研修の関連性が十分といえないのが  
現状である。養成・採用・研修のサイクルが互いに  
連動し一貫性をもったシステムになれば，教員の  
質をより高次なものにしていくことが可能となる  
と考える。   
ここでは，少子化に伴う山形県の公立小・中学  
校数等の推移をとおして，これからの教員養成，  
採用，研修の在り方を考察する。  
2 山形県の学校数等の推移   
近年，山形県の公立小・中学校においても，全  
国と同様少子化の波を受け，児童生徒数の減少に  
伴う統廃合が加速し，学校数が大きく減少してき  
た。それが山形県の教員の新規採用にどのような  
影響があるのかを見るために，山形県教育庁総務  
課作成の「山形県学校名鑑」1）をもとに，1989  
年度から2008年度まで各年度5月1日現在の山  
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なり593学級が減少した。減少率は16．22％であ  
る。中学校では1991年度の1，585学級をピーク  
に，2008年度には1，256学級と329学級が減少  
した。減少率は20．76％である。   
児童生徒数と学級数の減少率を比較すると，学  
級数の方が小さい。これは，本来小規模の学級で  
あったものが学校の統廃合によって再編成されて  
もやはり小規模の学級というケースが山形県では  
少なくないこと，近年特別支援学級の新規開設が  
増えていることなどがその要因と考えられる。  
文部科学省の平成20年度学校基本調査による  
と，2007年度と2008年度における全国の小学校  
児童数の減少率が0．16％であるのに対し，山形県  
は1．29％，中学校生徒数は全国が0．61％に対して  
山形県は2．10％と，いずれも高い比率で減少して  
いることがわかる。岡村（2007）によれば，我が国  
の2100年度までの推計2）では児童生徒数が減少  
し続け，山形県においても将来にわたって減少す  
る傾向は続くものと推定される。  
（2）山形県の学校数の推移   
ここでの公立学校数とは，休校中を除いた小・  
中学校のうちの本校の数のことである（図2）。小学  
校は1992－1995年度の349校をピークとして，  
2008年度には321校となり28校が減少した。減  
少率は8．02％である。中学校は，1992年度の144  
校をピークに，2008年度には123校と21校が減  
少した。減少率は14．58％である。   
ピーク時から2008年度までの毎年度，小・中  
学校併せて約3校の割合で減少してきている。中  
学校では1992年度から1993年度にかけての5  
校の減少が大きいが，小学校においては2005年  
度から2006年度にかけて6校減，2006年度から  
2007年度が8校減と，特に過去5年以内の減少  
が際立っている。小学校では今後数年は高い減少  
率が見込まれる。減少が進んだ結果，町村によっ  
ては小・中学校各1校のみという例も見られるよ  
うになってきている。  
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図3 山形県の学級数の推移   
（4）山形県の教員数の推移   
ここでいう教員とは本務教員を指し，校長，教  
頭，教諭，助教諭，養護教諭，養護助教諭，栄養  
教諭，講師を合計した数である（図4）。小学校は  
1991年度の5，366人をピークに，2008年度には  
4，601人となって765人減少し，減少率は14．26％  
である。中学校では1992年度の3，084人をピー  
クに2008年度は2，665人で，419人が減少し，  
減少率は小学校と同じ13．59％となっている。  
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図4 山形県の公立学校数員数の推移  
文部科学省の学校基本調査3）から，1990年度  
と2008年度の全国の本務教員数を比較すると，   
（3）山形県の学級数の推移   
ここでの学級数とは，特別支援学級の数を含ん  
だものである（図3）。小学校では1989年度の3，657  
学級をピークとして，2008年度には3，064学級と  
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3 山形県の学校数の減少と教員採用の在り方   
少子化に伴う学校数の減少と教員の不均衡な年  
齢構成は，山形県のこれからの教員採用の在り方  
に大きく関わってくると思われる。   
第5次山形県教育振興計画6）では，教員の果た  
す役割について「教育に対する強い使命感や自ら  
学び続ける意欲などを持ちながら，社会全体や地  
域における課題を的確にとらえ，それらに対応し  
た教育活動を進めていくことのできる，専門性と  
柔軟性を兼ね備えた教員が求められています。」と  
している。そのうえで，「自らの教養や指導力など  
を常に深化・向上させていく優れた専門性と，児童  
生徒の思いを深く見つめようとする豊かな感性，  
家庭や地域とともに教育活動を展開していこうと  
する柔軟性，強い使命感などの資質・能力を有する  
者を採用する」としている。これを教員志願者向  
けに表現を変えて表したものが毎年度すべての志  
願者に採用要項とともに配布されている（図7）。  
山形県の教員を希望されるみなさんへ  
小学校では15．69％の減少，中学校では19．86％  
の割合で減少しており，いずれも山形県の減少率  
が全国を下回っている。その要因として，山形県  
の学級数の減少率が比較的小さいことや，2002  
年度以降に山形県が実施した「教育山形『さんさ  
ん』プラン」4）によって山形県独自で講師を確保  
してきたことなどが考えられる。  
（5）山形県の新規採用教員予定数の推移   
山形県における過去7年間の採用予定者数をみ  
ると，2008年度採用予定者数を最小値としてその  
後増加に転じている（図5）。学校数や学級数の減少  
傾向が続いている状況にも関わらず採用予定者数  
が多くなっている。  
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図5 山形県教員採用予定数の推移  
文部科学省の平成19年度学校教員統計調査5）  
をもとに山形県の本務教員の年齢構成をグラフ化  
した（図6）。40代後半から50代前半がピークとな  
っていることからもわかるように退職者が増加し  
ていることが大きな要因の一つと考えられる。こ  
のことは将来的に教員年齢の平準化につながるも  
のであり，学校経営面で良い効果を生むものと期  
待される。  を実現させてみませんか。  
＜山形県の教育目標＞   
知徳体が調和し、「いの別輝く人間の育成  
1「いのち」を大切にし、轟かな心と億やがな体を育てる。  
2「まなび」を通して、自立をめざす。  
3 広い「かかわり」の中で、社会をつくる。  
4 学校と地域を元気にする。  
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山形県は、第5次教育振興計‡郵こより、『rいのちJそして「まなびjと「かかわり」』を  
大きなテーマに掲げ、『山形らしい教育の推進及を行っていますβ  
図7 山形県が求める教師像  
近年の山形県の教員採用試験への志願状況をみ  
ても5倍から10倍，時にはそれ以上の高倍率で推  
移しており，倍率面からみれば質の確保は可能な  
状況にあるといえる。   
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図6 山形県の本務教員年齢構成（2007年度）  
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る新規採用教員の質の向上と確保を図ることが喫  
緊の課題となる。  
4 山形県が求める教師像と研修の在り方   
山形県教員研修体系7）によれば，教員のライフ  
スタイルに則した研修が企画，実施されている（図  
8）。特に，主任層や若手・中堅教員に研修を受け  
させたいとする学校のニーズ8）に対応した「中堅  
教員錬成研修」が，平成19年度から実施されてい  
ることは注目に値する。   
初任者研修から教職10年経験者研修までは，学  
校内において児童生徒や地域など学校の状況や課  
題に即した実践を充実させ，10年以降の向上・充  
実期に研修を行うことの意義は大きい。さらに，  
学校現場から離れて外部から学校を見ることが，  
教員の資質を高めるうえで極めて重要な意味を持  
つものである。  
しかし，山形県では7割ほどのベテラン教員が  
退職を間近に控えているのが現状で，即戦力とな  
る優れた新人教員を一定数確保することは，採用  
試験だけでは困難である。それゆえ，採用以前の  
養成の段階で，山形県の求める教師像に沿った質  
の高い教員志願者を育てることが必要となる。   
採用予定者数については，全体の年齢層を平準  
化するためにも，前倒しをするなどして増やして  
いくことが望ましい。ところが，これまでの山形  
県における新規採用予定者数は，すべて「公立義  
務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に  
関する法律」に基づいて定数化されてきており，  
県が独自に正規の新規教員を確保しない限りは，  
学級数に基づく教員数の確保だけに留まり増加に  
はつながらない状況が続くことになる。したがっ  
て，国レベルで教職員の定数改善を図るか，ない  
しは県単独で新規教員の採用を行うなどの改善策  
を講じるかなどで，年齢層に不均衡を生じさせな  
いように是正していくことが肝要である。その点，  
山形県独自の施策である「教育山形『さんさん』  
プラン」を推進することによって優秀な教員をよ  
り多く採用していくことの意義は大きいといえる。   
文部科学省調査によれば，全国の小・ 中学校の  
教員の年齢構成は40代から50代前半が最も多く，  
1989年度には4割であったものが2008年度には  
6割となっている。平均年齢も30代後半から40  
代に移行している。特に首都圏などでは，定年退  
職年齢層が多く，それに伴って新規採用の教員を  
大幅に増やさなければならない状況になっている。  
山形県では，40代と50代を合わせると全本務教  
員数の7割強を占める状況である。年齢層のピー  
クはおおよそ50歳前後になっており，首都圏よ  
り遅いものの今後10年以内には大量退職の波が  
来ることが予想される。これまで述べてきたとお  
り，山形県においても学校数や教員数の減少傾向  
に歯止めはかかっておらず，今後もますます減少  
するであろうことから，このままの状態ではます  
ます教員の年齢構成に偏りが生じ，これまで培わ  
れてきた山形県独自の教育技術が途絶えてしまう  
ことが懸念される。   
戦後2波にわたるベビーブームに伴い，教員構  
成に不均衡が生じたことはすでに経験済みであり，  
今後それを繰り返さないためにも早急に制度面の  
対策が求められる。しかし，すぐに改善されると  
は考えにくい。だからこそ，今後ますます増加す  
図8 山形県の教員研修体制  
しかしながら山形県の多くの公立小・中学校で  
は中堅教員層が少ない状態で，研修などで学校を  
留守にさせることは学校運営面で支障をきたすと  
いう思いが校長にはあろう。文部科学省の平成19  
年度学校教員統計調査から山形県の公立学校にお  
ける36－45歳の教員は，小学校で36．5％，中学校  
で40．0％となっており，今後しばらくは低い状態  
で推移するものとみられる。それゆえ，そうした  
校長の思いはますます大きくなるのかも知れない。  
教職10年経験者研修に加え教員免許更新制度な  
どの必須の研修が行われるなかで，さらに大学院  
派遣となると学校を空ける時間が多くなり，経営  
に影響が出ることは否めない。   
確かに学校経営をつかさどる校長の立場からす  
れば，児童生徒のためにも中堅教員の活躍に大い  
9   
に期待したいところではあろう。しかしながら，  
山形県の教員年齢構成と学校数がますます減少し  
ていく現況を考えれば，10年後の山形県教育を託  
さなければならない中堅教員にこそ積極的に研修  
に出てもらい，より高次な専門性を身に付け，山  
形県学校教育の向上に寄与してもらいたい。   
5 山形大学教職大学院の役割と養成の在り方   
山形県は，大正期には初等教育学校への就学率  
や出席率が全国的にも極めて高く，「普及・実践の  
山形」と称された。その後も，綴り方教育や複式  
指導，少人数教育など先進的な実践が行われ，そ  
の精神が今日まで引き継がれてきた。少子化に伴  
い学校環境が大きく変わっていく中で，こうした  
山形県教育の成果を維持・向上させるためにも，高  
度な専門性と豊かな人間性・社会性を備えた力量  
ある教員の養成こそが，前述のとおり最大の喫緊  
の課題となっている。   
本研究科では「地域社会のニーズと実態を踏ま  
え，地域との関わりの中で学校教育を活性化する  
ことのできる高度な専門性を身に付けた教員を養  
成する」ことを目的としている。これはまさに山  
形県教育が目指す方向と軌を一にするものであり，  
将来の山形教育を展望する上でも本研究科の果た  
すべき役割は大きい。といっても，本研究科は山  
形県のためだけにあるのではないし，選考の公平  
を保持するためにも，特定の大学院修了者にのみ  
限定して教員採用を行うことは許されない。この  
ことは，本研究科へのストレートマスターの入学  
についても県の場合と同様といえる。   
本研究科に今年度在学する院生は，設置初年度  
で1年生だけである。学習開発コースに14名と学  
校力開発コースに7孝．の計21名が在学している。  
そのうち学部修了生（以下ストレートマスター）が  
11乳 現職教員が10名となっている。ストレー  
トマスターの内訳は山形大学地域教育文化学部出  
身が9名，他大学出身が2名で，その8割が山形  
県の教員になることを志望している。現職教員の  
内訳は，小学校教員が5名，中学校が2名，高等  
学校が3名で，年齢は37歳から47歳の間になっ  
ている。このような院生の実態を見る限り，山形  
県に与える効果は大きい。今後とも山形県教員を  
目指すストレートマスターが最低でも半数を超え  
るであろうし，ましてや現職教員は，協定に基づ  
いて毎年度10名を維持する計画になっている。特  
に現職教員に関していえば，山形県内10，000余  
人の教員の研修の場であり，また，研修を行う講  
師を養成する場にならなければならない。  
6 おわりに   
山形県の小・中学校は1学年1学級や複式学級  
を持つ学校が多く，教師集団そのものが小規模化  
している。また，これまで述べてきたとおり今後  
山形県の学校数がさらに減少していくとともに，  
それに呼応するような形で教員の年齢構成の不均  
衡等がさらに助長してしまうことが懸念される。   
さらに児童生徒自体が，いじめや不登校，学習  
意欲の低下など一層複雑化・多様化した問題を抱  
えており，多岐にわたる問題を解決できる教師一  
人一人の力量が問われることになる。これまでも，  
いわゆる現場での「たたき上げ」だけでは対応し  
切れない場面も少なくはなかった。こうした変化  
や諸課題に対応しうる高度な専門性と，豊かな人  
間性・社会性を備えた力量ある教員が求められて  
いる。このような状況だからこそ，スクールリー  
ダーとして中核的な役割を果たし得る教員の養成  
が急務でとなる。   
山形大学では，地域との連携組織である「山形  
県地域教育推進協議会」を年2回開催し，地域の  
教育課題の把握と教員養成の質的向上の維持発展  
を図っている。また，質の高い教員養成を保証す  
るために，山形県教育委員会との間で協議の場を  
設け検討することにしている。具体的な協議題は，  
山形県の教員採用試験において，他大学を含め能  
力と実績を踏まえ「教職大学院特別選考」の実施  
を考慮すること，ストレートマスター及び現職教  
員の学生については，教職大学を修了した後，能  
力と実績を踏まえてキャリアパスの在り方を考慮  
することの2点である。岩田（2008）は，東京都教  
育委員会と都内の教職大学院との連携に関わって，  
「この『連携』が対等の合意のもとに確保されな  
い限り，『教職大学院』がその名の下に地方行政の  
一部を下請けするという非教育的なものに堕す危  
険性が常につきまとう」と述べているが ，筆者も  
同様の考えである。任命権着である地方教育委員  
会と教職大学院は，常にgive and takeの関係で  
なければならないはずである。   
そのための具体的方策として，山形県は現職教  
員の計画的な派遣に心がけること，終了後の処遇  
については地域や学校における指導的役割を果た  
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3）文部科学省「学校基本調査」参照。   
http：〟www．mext．go．jp／b＿menu／toukei／chousa  
すように一定の職位や位置づけを考慮すること，  
ストレートマスター修了者については教員採用試  
験において特別選考を行うなど，何らかの形での  
インセンティブを与えることなどがあげられる。   
現職教員の派遣については，勤務校の校長の推  
薦に委ねるのではなく，人事異動も考慮して教育  
委員会の判断を加えて，中期的展望に立った派遣  
計画を作成されることが望ましい。終了後は教育  
委員会が実施する研修会の講師として活用するな  
ど，学校はもとより地域のリーダーとしての活躍  
の場を設定すべきである。   
教員採用試験特別選考については，公平性の観  
点から特定の大学や教職大学院に限定しての選考  
を行うことは望ましくないが，専門職大学院とい  
う設置目的を達成するためにも，学部卒業者とは  
異なる扱いを行うことには問題はない。むしろ教  
職大学院修了者という意識を持たせる意味でも，  
特別選考を行うことが望ましいと思われる。   
次に，教職大学院は，関係学部との連携をより  
密にして院生の質の向上を図ること，できるだけ  
多くの教育関係者に院の授業を積極的に公開し，  
教職大学院の特色等についての啓発を図ること，  
山形県が求める教員像に沿ったカリキュラムの構  
築に努めること，校長や市町村教育委員会教育長  
の理解と協力を得るために説明懇談会などを主催  
すること，特に教育実習連携協力校や現職教員派  
遣校とは十分な連携を図ることが必要である。   
以上については，筆者が養成・採用・研修のい  
ずれの仕事に関わ●ったからこそ見えることであり，  
すぐに取り組むことが難しいものもあることは十  
分承知している。それでも実現可能なものについ  
ては早急に実施に移すよう，敢えて提言したい。  
注  
1）山形県教育庁総務課「山形県学校名鑑」，2002   
～2009年度までは山形県のHPを参照。   
http：／／www．pref．yamagata．jp／ou／kyoiku／7000  
01／kihon／1267995．htm  
4）学級定員の上限を33人とする山形県独自の   
教育施策。2002年度にはじめて小学校第1～3   
学年に導入，以後2003年度第1～5学年，2004   
年度第1～6学年，2005年度から小学校全学年   
と中学校第1学年で希望する学校，2009年度   
中学校で第2学年に県内8校が選考実施するな   
ど，義務教育において順次導入されている。  
5）文部科学省 「平成19年度学校教員統計調   
査」参照。   
http：／／www．mext．go．jp／1Lmenu／toukei／001／ind  
exO2．htm  
6）2005（平成17）年度から2015（平成27）年度ま   
での山形県教育の指針となる振興計画。  
7）2008年度に山形県教育委員会が策定した。  
8）2006年度に山形県教育センターが山形県公立   
高等学校の校長・教頭を対象に「教員研修に関   
するアンケート調査」を実施した。どのような   
教員に研修を受けさせたいかという問に対して   
は，学年主任，教務主任，学級担任の順で，年   
代別では若手教員，中堅教員の順で，研修内容   
では授業方法，学年運営，マネジメント等の回   
答があった。  
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01／gakkomeikan．html  
2）岡村は，文部科学省統計要覧や国立社会保証・   
人口問題研究所の資料から，全国の将来の学校   
の在学者数を次のように推定した。（単位：千人）  
2005年度 2025年度 2050年度 2100年度  
小学校  7，194  5，738  4，413  3，385  
中学校  3，626  3，062  2，327 1，697  
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